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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第85期

第３四半期
連結累計期間

第86期
第３四半期
連結累計期間

第85期

会計期間
自 平成25年４月１日

至 平成25年12月31日

自 平成26年４月１日

至 平成26年12月31日

自 平成25年４月１日

至 平成26年３月31日

売上高 （千円） 58,664,443 62,306,148 78,529,724

経常利益 （千円） 1,605,212 2,725,058 1,834,306

四半期（当期）純利益 （千円） 832,123 1,636,381 847,225

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 2,237,530 2,213,407 1,771,597

純資産額 （千円） 23,460,107 24,498,697 22,119,629

総資産額 （千円） 55,951,124 58,247,314 55,197,336

１株当たり四半期（当期）純利益 （円） 27.26 53.61 27.75

潜在株式調整後
１株当たり四半期（当期）純利益

（円） － － －

自己資本比率 （％） 41.9 42.1 40.1
 

 

回次
第85期

第３四半期
連結会計期間

第86期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成25年10月１日

至 平成25年12月31日

自 平成26年10月１日

至 平成26年12月31日

１株当たり四半期純利益 （円） 12.49 22.59
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

ない。

２．売上高には、消費税等は含まれていない。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載していない。

 

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はない。また、主要な関係会社に異動はない。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はない。

　なお、重要事象等は存在していない。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はない。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）

が判断したものである。

 

(1) 業績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、消費税増税前の駆け込み需要の反動や海外景気の下振れ等が

国内景気を押し下げる懸念を抱えながらも、各種政策の効果が徐々に表われ、景気は緩やかながら回復基調となっ

た。

建設業界においては、慢性的な建設労働者不足による労務費の上昇や資材価格の高止まり等、収益を押し下げる

要因はあるものの、公共工事は堅調に、設備投資は増加傾向の推移となった。

このような経済情勢の中で、当社グループの当第３四半期連結累計期間の業績は、以下のとおりとなった。

売上高は、前年同四半期比6.2％増の623億6百万円となった。

利益については、営業利益は前年同四半期比78.3％増の25億19百万円、経常利益は前年同四半期比69.8％増の27

億25百万円、四半期純利益は前年同四半期比96.7％増の16億36百万円となった。

セグメントの業績は、次のとおりである。

①  建設事業

完成工事高は、前年同四半期比6.6％増の609億9百万円となった。セグメント利益（営業利益）は、完成工事高

の増加及び完成工事総利益率の改善により、前年同四半期比78.0％増の25億52百万円となった。

②  不動産事業等

不動産事業等売上高は、開発型不動産売上の減少により、前年同四半期比9.5％減の13億97百万円となった。セ

グメント利益（営業利益）は、売上高の減少により、前年同四半期比2.2％減の3億55百万円となった。

 

(2) 財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末における資産合計は、前連結会計年度末に比べ5.5%増の582億47百万円となった。主

な増減は現金預金の減少54億13百万円、受取手形・完成工事未収入金等の増加32億3百万円、有形固定資産の増加27

億32百万円及び投資有価証券の増加12億43百万円等である。

負債合計は、支払手形・工事未払金等が19億38百万円増加する一方、未成工事受入金が4億90百万円減少したこと

及び退職給付に係る負債が7億78百万円減少したこと等により、前連結会計年度末に比べ2.0％増の337億48百万円と

なった。

純資産合計は、利益剰余金が配当金の支払により2億44百万円減少する一方、四半期純利益の計上により16億36百

万円増加したこと及びその他有価証券評価差額金が5億23百万円増加したこと等により、前連結会計年度末に比べ

10.8％増の244億98百万円となった。

これにより、当第３四半期連結会計期間末の自己資本比率は、前連結会計年度末に比べ、2.0ポイント向上し、

42.1％となった。
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(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題は

ない。

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等（会

社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりである。

 
株式会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

（Ⅰ）会社支配に関する基本方針

 上場会社である当社の株式は、株式市場を通じて多数の株主、投資家の皆様による自由な取引が認められてお

り、当社の株式に対する大規模買付提案又はこれに類似する行為があった場合においても、一概に否定するもの

ではなく、最終的には株主の皆様の自由な意思により判断されるべきであると考えます。

しかしながら、このような株式の大規模な買付や買付提案の中には、その目的等から見て企業価値ひいては株

主共同の利益に対する明白な侵害をもたらすもの、株主に株式の売却を強要するおそれのあるもの、対象会社の

取締役会や株主が買付の条件等について検討するための、あるいは対象会社の取締役会が代替案を提案するため

の十分な時間や情報を提供しないものなど、不適切なものも少なくありません。

当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方としては、経営の基本理念、企業価値のさまざまな源

泉、当社を支えるステークホルダーとの信頼関係等を十分に理解し、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を

中長期的に確保、向上させる者でなければならないと考えています。

従いまして、当社は、企業価値ひいては株主共同の利益を毀損するおそれのある不適切な大規模買付提案又は

これに類似する行為を行う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として不適切であると考えま

す。

 
（Ⅱ）会社支配に関する基本方針の実現に資する取組み

当社では、多数の株主、投資家の皆様に長期的に継続して当社に投資していただくため、当社の企業価値ひい

ては株主共同の利益を向上させるための取組みとして、以下の施策を実施しています。これらの取組みは、上記

(Ⅰ)の基本方針の実現に資するものと考えています。

企業価値向上への取組み

当社は、総合建設業を営み、創業は1586年（天正14年）と420年余の社歴を有しています。“質素で堅実な企業

風土を守り、地道に本業に取組む”経営姿勢を貫き、積み重ねてきた幾多の施工実績と健全な企業体質により、

顧客・取引先及び従業員等のステークホルダーとの間に築かれた良好な関係を維持し促進することにより、企業

価値を向上させていきたいと考えています。

当社として、具体的には以下のとおり取組んでまいります。

①安定した工事量と収益源の確保

従来からの顧客の掘り起こしと新規顧客の開拓を着実に進め、提案型受注活動に積極的に取組むとともに、メ

ンテナンスや耐震改修・リニューアル工事等きめ細かな営業活動にも注力し、特定の用途種別に集中することな

く、バランスの取れた受注の確保に努めてまいります。

②工事品質の向上とコストの低減

新技術・新工法の開発と伝統技術の研鑽・新技術との融合に取組み、技術力の向上、高品質で適正価格の構築

物の提供に努めてまいります。
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③社寺建築技術の継承

創業以来手がけてきた数多くの「神社仏閣」や「城郭・文化財」等の伝統技術の継承を、当社の社会的使命と

位置づけて積極的に取組んでまいります。

④不動産事業等の拡充

安定した収益源の確保と保有資産の有効活用のため、計画的な事業拡充を図ってまいります。

⑤企業体質の強化、財務の健全化

多額の代金立替の発生や多岐にわたる回収条件の設定等、受注産業としての建設業の特性を勘案し、常に財務

の健全化を図り、企業体質の強化に努めてまいります。

⑥社会的信頼の向上

『お客様の立場に立って考え行動する』を基本的な行動指針とし、企業活動を通じ安全への積極的な取組み、

品質及び顧客満足の向上、環境保護への取組み、コンプライアンスの徹底や社会的規範の遵守、的確な情報開示

や地域社会との共生等に対する推進体制を構築し、社会的責任の向上に取組んでまいります。

 
(Ⅲ) 会社の支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されるこ

とを防止するための取組みの概要

当社は、上記基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防

止する取組みとして「当社株式の大規模買付行為への対応策（買収防衛策）」（以下、「本プラン」といいま

す。）を導入しております。

当社は、上記不適切な者により突然大規模買付行為がなされたときに、当該大規模買付行為が妥当かどうか

を、株主の皆様が短期間のうちに適切に判断するためには、大規模買付者及び当社取締役会の双方から適切かつ

十分な情報が提供されることが不可欠であると考えます。

そこで本プランでは、議決権割合を20％以上とすることを目的とする、又は結果として議決権割合が20％以上

となる当社株券等の大規模買付者に対して、事前に取締役会に対して必要かつ十分な情報を提供し、取締役会が

当該大規模買付行為について評価・検討を行うための期間を設け、係る期間が経過した後に大規模買付行為が開

始されるべきであることを要請するルール（以下「大規模買付ルール」といいます。）を策定いたしました。

大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しない場合、及び大規模買付ルールが遵守されている場合であって

も、当該大規模買付行為が会社に回復し難い損害をもたらすなど、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を著

しく損なうと取締役会が判断した場合には、独立委員会の勧告を最大限尊重したうえで、対抗措置の発動に係る

取締役会決議により、新株予約権の無償割当等対抗措置（以下「買収防衛策」といいます。）を講ずることがあ

ります。

 
(Ⅳ) 本プランの合理性について（本プランが会社の支配に関する基本方針に沿い、当社の企業価値ひいては株主共

同の利益に合致し、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものでないことについて）

本プランは、①買収防衛策に関する指針の要件を充足していること、②株主共同の利益の確保・向上の目的を

もって導入されていること、③株主意思を反映するものであること、④デッドハンド型買収防衛策やスローハン

ド型買収防衛策ではないこと、⑤独立性の高い社外者の判断を重視していること等の理由から、会社の支配に関

する基本方針に沿い、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に合致し、当社会社役員の地位の維持を目的とす

るものではないと考えております。

 
(4) 研究開発活動

特記事項なし。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 100,000,000

計 100,000,000

 

 
② 【発行済株式】

 

種類

第３四半期会計期間末

現在発行数(株)

(平成26年12月31日)

提出日現在

発行数(株)

(平成27年２月10日)

上場金融商品取引所名

又は登録認可金融商品

取引業協会名

内容

普通株式 30,580,000 30,580,000
東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数は1,000株である

計 30,580,000 30,580,000 － －

 

 
(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項なし。

 
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項なし。

 
(4) 【ライツプランの内容】

該当事項なし。

 
(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日

発行済株式

総数増減数

(株)

発行済株式

総数残高

(株)

資本金増減額

(千円)

資本金残高

(千円)

資本準備金

増減額

(千円)

資本準備金

残高

(千円)

平成26年12月31日 － 30,580,000 － 4,000,000 － 322,516

 

 
(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はない。
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日（平成26年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしている。

 

① 【発行済株式】

平成26年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ －
普通株式 56,000

完全議決権株式（その他） 普通株式 30,253,000 30,253 －

単元未満株式 普通株式 271,000 － －

発行済株式総数  30,580,000 － －

総株主の議決権 － 30,253 －
 

(注) 「単元未満株式」欄の普通株式には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が600株及び当社所有の自己株式582

株が含まれている。

 
② 【自己株式等】

平成26年９月30日現在

所有者の氏名

又は名称
所有者の住所

自己名義

所有株式数

(株)

他人名義

所有株式数

(株)

所有株式数

の合計

(株)

発行済株式

総数に対する

所有株式数

の割合(％)

(自己保有株式)
松井建設株式会社

東京都中央区新川
１―17―22

56,000 － 56,000 0.18

計 － 56,000 － 56,000 0.18
 

 
２ 【役員の状況】

該当事項なし。

 
 

EDINET提出書類

松井建設株式会社(E00064)

四半期報告書

 7/19



第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載している。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成26年10月１日から平成

26年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年12月31日まで）に係る四半期連結

財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けている。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成26年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金預金 17,605,561 12,192,394

  受取手形・完成工事未収入金等 14,159,267 17,362,397

  有価証券 2,999,900 2,000,000

  未成工事支出金 520,779 1,121,123

  販売用不動産 632,548 93,212

  仕掛販売用不動産 596,111 1,252,336

  その他のたな卸資産 145,030 128,639

  その他 836,373 2,460,078

  貸倒引当金 △2,629 △2,569

  流動資産合計 37,492,943 36,607,612

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物・構築物（純額） 4,267,506 4,562,298

   土地 5,167,284 7,335,433

   その他（純額） 189,988 459,582

   有形固定資産合計 9,624,778 12,357,314

  無形固定資産 43,800 43,095

  投資その他の資産   

   投資有価証券 7,183,556 8,426,721

   その他 1,388,517 1,481,895

   貸倒引当金 △536,260 △669,326

   投資その他の資産合計 8,035,813 9,239,291

  固定資産合計 17,704,392 21,639,701

 資産合計 55,197,336 58,247,314
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成26年12月31日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形・工事未払金等 18,380,338 20,318,470

  未払法人税等 745,423 486,990

  未成工事受入金 7,355,503 6,864,664

  賞与引当金 583,436 294,901

  工事損失引当金 275,900 103,500

  その他の引当金 143,366 159,753

  その他 728,553 558,016

  流動負債合計 28,212,520 28,786,295

 固定負債   

  退職給付に係る負債 4,189,342 3,410,653

  その他 675,843 1,551,667

  固定負債合計 4,865,185 4,962,321

 負債合計 33,077,706 33,748,616

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 4,000,000 4,000,000

  資本剰余金 333,719 333,719

  利益剰余金 16,203,757 18,006,694

  自己株式 △24,959 △25,853

  株主資本合計 20,512,517 22,314,560

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 2,481,319 3,004,687

  退職給付に係る調整累計額 △874,207 △820,549

  その他の包括利益累計額合計 1,607,112 2,184,137

 純資産合計 22,119,629 24,498,697

負債純資産合計 55,197,336 58,247,314
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年12月31日)

売上高 58,664,443 62,306,148

売上原価 54,689,131 57,057,105

売上総利益 3,975,311 5,249,043

販売費及び一般管理費 2,562,140 2,729,841

営業利益 1,413,170 2,519,202

営業外収益   

 受取利息 26,117 24,353

 受取配当金 100,830 97,111

 その他 85,391 101,898

 営業外収益合計 212,339 223,363

営業外費用   

 支払利息 10,491 11,096

 支払手数料 6,008 6,027

 その他 3,797 383

 営業外費用合計 20,297 17,507

経常利益 1,605,212 2,725,058

特別損失   

 匿名組合投資損失 132,254 －

 固定資産除却損 － 30,605

 訴訟和解金 － 40,988

 特別損失合計 132,254 71,594

税金等調整前四半期純利益 1,472,958 2,653,464

法人税、住民税及び事業税 373,000 784,000

法人税等調整額 267,834 233,082

法人税等合計 640,834 1,017,082

少数株主損益調整前四半期純利益 832,123 1,636,381

四半期純利益 832,123 1,636,381
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 832,123 1,636,381

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 1,405,407 523,367

 退職給付に係る調整額 － 53,658

 その他の包括利益合計 1,405,407 577,025

四半期包括利益 2,237,530 2,213,407

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 2,237,530 2,213,407
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【注記事項】

（会計方針の変更等）

 
当第３四半期連結累計期間

(自  平成26年４月１日  至  平成26年12月31日)

（会計方針の変更）

「退職給付に関する会計基準」等の適用

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日。以下

「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられ

た定めについて第１四半期連結会計期間から適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付

見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法を割引率決定

の基礎となる債券の期間について従業員の平均残存勤務期間に近似した年数とする方法から退職給付の支払見込

期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更している。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第３四

半期連結累計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加

減している。

この結果、当第３四半期連結累計期間の期首の退職給付に係る負債が638,197千円減少し、利益剰余金が

410,744千円増加している。また、当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利

益に与える影響は軽微である。

なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載している。
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(四半期連結貸借対照表関係)

１  保証債務

下記会社の分譲住宅販売に係る手付金について保証を行っている。

 
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成26年12月31日)

㈱グローバル・エルシード 26,200千円

計 26,200 
 

 

㈱アスコット 106,100千円

計 106,100 
 

 
 

 

２  当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行５行とコミットメントライン契約を締結している。

前連結会計年度末及び当四半期連結会計期間末における貸出コミットメントに係る借入未実行残高等は次のとお

りである。

 

 
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成26年12月31日)

貸出コミットメントの総額 4,000,000千円 4,000,000千円

借入実行残高 －  －  

差引額 4,000,000  4,000,000  
 

 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成していない。なお、第３四半期連結累

計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりである。

 

 
前第３四半期連結累計期間
(自  平成25年４月１日
  至  平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成26年４月１日
  至  平成26年12月31日)

減価償却費 229,123千円 243,564千円
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(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間（自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日）

１  配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月27日
定時株主総会

普通株式 122,110 4.00 平成25年３月31日 平成25年６月28日 利益剰余金

平成25年11月11日
取締役会

普通株式 122,106 4.00 平成25年９月30日 平成25年12月９日 利益剰余金

 

 

２  基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日後

となるもの

該当事項なし。

 

 

当第３四半期連結累計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日）

１  配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月27日
定時株主総会

普通株式 122,095 4.00 平成26年３月31日 平成26年６月30日 利益剰余金

平成26年11月11日
取締役会

普通株式 122,093 4.00 平成26年９月30日 平成26年12月８日 利益剰余金

 

 

２  基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日後

となるもの

該当事項なし。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第３四半期連結累計期間（自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

 
報告セグメント

合計
調整額
(注１)

四半期連結
損益計算書
計上額
(注２)

建設事業 不動産事業等

売上高
     

  外部顧客への売上高 57,120,616 1,543,827 58,664,443 － 58,664,443

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

255,203 4,110 259,314 △259,314 －

計 57,375,819 1,547,938 58,923,757 △259,314 58,664,443

セグメント利益 1,433,643 364,058 1,797,701 △384,530 1,413,170
 

(注) １．セグメント利益の調整額△384,530千円には、セグメント間取引消去42,061千円、各報告セグメントに配分

していない全社費用△426,592千円が含まれている。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管

理費である。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。

 

当第３四半期連結累計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

 
報告セグメント

合計
調整額
(注１)

四半期連結
損益計算書
計上額
(注２)

建設事業 不動産事業等

売上高
     

  外部顧客への売上高 60,909,035 1,397,113 62,306,148 － 62,306,148

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

91,818 6,786 98,604 △98,604 －

計 61,000,853 1,403,899 62,404,752 △98,604 62,306,148

セグメント利益 2,552,155 355,886 2,908,041 △388,839 2,519,202
 

(注) １．セグメント利益の調整額△388,839千円には、セグメント間取引消去19,139千円、各報告セグメントに配分

していない全社費用△407,978千円が含まれている。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管

理費である。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。

 

２．報告セグメントの変更等に関する事項

「会計方針の変更」に記載のとおり、第１四半期連結会計期間より退職給付債務及び勤務費用の計算方法を変更し

たことに伴い、事業セグメントの退職給付債務及び勤務費用の計算方法を同様に変更している。

　なお、当該変更による各報告セグメント利益に及ぼす影響は軽微である。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりである。

 

項目
前第３四半期連結累計期間
(自  平成25年４月１日
  至  平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成26年４月１日
  至  平成26年12月31日)

１株当たり四半期純利益 (円) 27.26 53.61

(算定上の基礎)    

四半期純利益 (千円) 832,123 1,636,381

普通株主に帰属しない金額 (千円) － －

普通株式に係る四半期純利益 (千円) 832,123 1,636,381

普通株式の期中平均株式数 (株) 30,526,632 30,523,445
 

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載していない。

 

 
(重要な後発事象)

該当事項なし。

 
 
２ 【その他】

中間配当に関する取締役会の決議は、次のとおりである。

　　（1）決議年月日　　　　　　　　　　　　　　　　平成26年11月11日

　　（2）中間配当金総額　　　　　　　　　　　　　　122,093,672円

　　（3）１株当たりの額　　　　　　　　　　　　　　4円00銭

　　（4）支払請求の効力発生日及び支払開始日　　　　平成26年12月8日

（注）平成26年９月30日現在の株主名簿に記載された株主に対し、支払いを行う。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項なし。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成27年２月５日

松井建設株式会社

取締役会  御中

 

新日本有限責任監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   河   野 　 明  　   印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   上  林  礼 　子 　   印

 

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている松井建設株式会

社の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成26年10月１日から平成

26年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成26年４月１日から平成26年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、松井建設株式会社及び連結子会社の平成26年12月31日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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